
税理士 消費税法
レギュラー通信講座

コンパクトなカリキュラムで万全の準備を目指します

消費税法

スタート時から「計算」と「理論」を同時に学習することで、
講義の進捗と合わせて「計算」と「理論」を並行して完成させていきます。

●受講料 学習スタイル 一般価格

通信 120,000円

教育訓練給付制度 指定番号

136812010024

●入学金は不要です。
●教材費・消費税は、受講料に含まれています。
●講座内容、受講料等についての詳細は、お問い合せください。
●当コースは、厚生労働省指定の教育訓練給付制度対象講座です。受講料の一部が国から支給されます。

【基礎期】のポイント②
基礎期の段階から、「理論問題集」を配布することにより、早い段階から理論
対策が可能となります。１週間で理論問題１題のペースで学習を進めることに
より、無理のない消費税法の理論対策が可能なカリキュラムとなっています。

【応用期】のポイント
本試験の際に前半部分の解答ポイントとなる「納税義務の判定」につい
て、応用期に特例を集中的に学習します。さらに、近年出題頻度が増加
傾向にある「簡易課税制度」について、応用期にまとめて学習します。

【解法マスター講義】のポイント
解法マスター講義では、演習形式の講義の中で下書きとなる「仮計算表」の
作成方法を含めた計算問題の解法を伝授します。

【基礎期】のポイント①
基礎期の前半部分の講義内容(13回分相当)で、消費税法の
基本的な枠組みを中心に学習するため、早い段階で消費税
法の基本構造を押さえることが可能になります。

【答練】のポイント
答練では、毎回必ず「仮計表」を解答解説に添付することで、自分の下書用
紙との比較が可能となり、「どこで間違えたのか」の検証が行えます。

【直前期】のポイント①
直前期では、改正論点をカバーし、本試験を想定し
た答練を中心にこなしていくことで、本試験での対
応力を磨きます。

【直前期】のポイント②
簿記論・財務諸表論・消費税法の受験生にとって、これら３科目は
全て試験初日に実施されます。１日３科目の本試験をこなす際にポ
イントとなるのが、各科目間の学習バランスです。簿・財・消の３科
目を同じ講師が担当しているからこそできる「科目ごとの力の入れ
具合」について、直前期に最適な調整方法を伝授します。
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オリエンテーション
消費税の概要
課税の対象
非課税取引
輸出免税等
資産譲渡等の時期/課税標準及び税率
仕入税額控除
売上に係る対価の返還等/貸倒れに係る消費税額の控除
計算問題の解答方法　他

消費税率の変更
資産の譲渡等の時期の特例
前年等における課税売上高による納税義務の免除の
特例/相続があった場合の納税義務の免除の特例
合併があった場合の納税義務の免除の特例
分割等があった場合の納税義務の免除の特例
基準期間がない法人の納税義務の免除の特例
特定新規設立法人の納税義務の免除の特例
合併があった場合の中間申告
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簡易課税制度,特殊論点
国、地方公共団体等に対する特例
届出等

50.5時間 43.5時間 12.5時間

【使用教材】 ・消費税法テキスト1 ・消費税法テキスト2  ・消費税法計算問題集1 ・消費税計算法問題集2 ・消費税法理論問題集

教育訓練給付金対象講座


